予算要求資料
平成２９年度当初予算　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者自立支援費　　　
	事業名　新ヘルプマーク普及促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2613）

　　　　　　　E-mail： c11226@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　    ３，１０９千円（前年度予算額：－千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,109
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,109

	決定額
	3,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,100


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成２８年４月に「障害者差別解消法」及び「岐阜県障害のある人もない人も共に生きる清流の国づくり条例」が施行され、県民誰もが分け隔てなく共に安心して暮らせる共生社会づくりを進めている。

・障がいは、外見で分かるものだけではなく、内部障がいや発達障がい、視覚障がいなど外見上、障がいが分かりにくい方が、公共交通機関などで困っていても、周囲から必要な支援や配慮が受けられないケースがある。
・こうした状況を踏まえ、援助や配慮を必要としている方々が周囲に配慮を必要としていることを知らせることが出来る、平成２４年度に東京都が始めたヘルプマークを導入し、普及啓発に取り組むことで、共に暮らす共生社会の実現を図る。

（２）事業内容
【ヘルプマークの導入】
・デザイン：東京都の定める規格に基づき作成。

・対象者：障がい者をはじめ援助や配慮を必要としている方。
・作成数：障がい者関係団体に対し実施した利用見込量（約14,000個）に、団体に加入していない必要な方を見込み、２万個を作成。

　　　　　（県内の障がい者数及び他県の作成状況等を参考に積算）

　　　　　これは、京都府及び青森県の作成数と同数。

・配布方法：県（障害福祉課、各福祉事務所）・市町村窓口において、希望者に無料配布するとともに、導入時は、県内障がい者関係団体を通じて配布する。
【普及啓発】
・公共交通機関に協力を依頼し、優先席等でのステッカーの貼付や、車内広告、駅等でポスター掲示、新聞等での広告掲載を実施。
・県内学校におけるチラシの配布やポスター掲示等を実施。

・障がい者に対する差別解消等と併せ、４月及び１２月に街頭啓発を実施し、チラシやＰＲグッズなどを活用し、普及啓発を図る。

（３）県負担・補助率の考え方

　　・県10/10
（４）類似事業の有無
　　・無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	85
	業務旅費

	委託費
	3,024
	・ヘルプマーク作成（20,000個）

	合計
	3,109
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

　　　岐阜県障がい者支援プラン

I　安心して暮らせる社会環境づくり
１　障がい者の人権尊重と心のバリアフリーの推進

　　（１）障がいを理由とした差別解消、虐待の防止
（２）国・他県の状況
東京都が平成24年から作成・配布。
京都府、和歌山県、徳島県が導入済。

（３）後年度の財政負担

　　・当面は経費不用であるが、今後、ヘルプマークの在庫がなくなった際には必要に応じた追加作成経費が必要となる。
（４）事業主体及びその妥当性
　　・県内に幅広く周知、配布を行う必要があることから、県が実施主体となることには妥当性がある。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　平成２９年度中にヘルプマークを導入し、必要な方に配布するとともに、県民のヘルプマークに対する理解を深めるため、普及啓発活動を実施する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	ヘルプマークに対する県民の認知度や理解度を高め、必要な配慮や援助を行う社会を如何に築くかが課題であることから、指標を設定することができない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　　
　　　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　外見からは分からない障がい等を持つ方への配慮や援助が課題であり、その解決策の一つとして、ヘルプマーク導入が有効であると、障がい者関係団体等から意見が寄せられている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が
得られていない

	（評価）

―

	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

―

	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　ヘルプマークに対する認知度を如何に高め、必要な配慮や援助を行う社会の機運を如何に醸成するかが課題。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、
今後どのように取り組むのか。
　ヘルプマークの配布に加え、マークそのものの認知度向上のための広報を効果的に実施していく。


